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森林を活かす都市の木造化推進議員連盟
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純木造による7階建て民間建築物の取り組み
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一般社団法人日本木造耐火建築協会の概要

目 的
日本木造耐火建築協会は、都市における安心・安全な国民生活の実現のため、「木を現した耐

火木構造部材」及び同部材使用による「中高層・大規模耐火木造建築」の普及を目的とします。

協会会員を対象として、木造耐火建築のセミナーや見学会の開催、ノウハウ・構築技術の提供
などを行います。

会員相互が連携して木造建築のマーケットを拡大することで、地域産木材（国産木材）の需要
増加を図り、森林整備をすすめ、街の賑わいを取り戻す木造都市づくりと相俟って、雇用の拡大、
地域経済の活性化に資するものとします。

１

事業内容
•木を現した耐火木構造部材の広報活動・ノウハウ提供
•耐火木構造部材の国土交通大臣認定証（写し)、品質証明書等の発行
•中高層・大規模木造耐火建築の構築技術の提供
•木造耐火建築に関するセミナー、見学会、ノウハウ講習会などの開催
•関係機関団体との交流・連携
•その他本協会の目的を達成するために必要な事業

■会員数について（2020年7月現在会員数）
・正会員：131団体
・特別賛助会員：143団体
・特別会員：181団体

合計：456団体



柱（１～３階）
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150角 ９本束ね柱

仙台駅東⼝前に“純⽊造”７階建てビルの取り組み ①
●⽇本初の取り組み（中⾼層⽊造ビル）
〇⼤断⾯集成材、ＣＬＴ、ＬＶＬ等 ⼀般的な製材（スギ等 無垢材）による建築
〇技術的課題の克服 ⼩さい断⾯を⼤きい断⾯へ「束ねる・合わせる」技術
〇⽊質耐⽕技術の開発 ⽊材の経年変化にも対応する国交⼤⾂耐⽕認定の取得

２

■純⽊造７階建て賃貸オフィスビル ■⽊質構造技術と⽊質耐⽕技術

【⻄側外観】

【概 要】

1～2階貸店舗、

3～6階貸事務所、7階住居

・敷地面積：245.58㎡

・延床面積：1131.25㎡

・最高高さ： 27.38m

・準防火地域／商業地域

前面道路は仙台駅を利用する人の往来、
通行車が多い主要道路となっている。街
路に面する西側ファサードはカーテン
ウォールとし、内部の構造体を視認する
ことができ、木造建築であることへの認
知性を高め、テナント価値をアピール。

【軸組アイソメ図】

柱（４～６階）
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150角 ４本束ね柱【内観イメージ】

【１階平面図】

【木質耐火構造大臣認定品】

【束ね合わせ柱イメージ図】
【束ね合わせフレーム】

【写真：製材束ね（柱）作業】 【写真：耐火構造（柱）完成】

※新たに1,2,3時間耐火取得



仙台駅東⼝前に“純⽊造”７階建てビルの取り組み ②
●国産材を活⽤する中⾼層⽊造ビル
〇地⽅創⽣とＳＤＧｓ 地⽅のインフラの活⽤、持続可能な開発⽬標への貢献
〇古来⽇本は⽊造⽂化国家 歴史的建築物の存在、世界トップクラスの⽊造技術
〇⽊造の共通認識 軽い割には強い、⼯期の短縮、⾼い断熱性能

３

■地⽅創⽣とＳＤＧｓ ■世界に誇る⽊造⽂化国家

【各構造用木素材の製造地域：2020協会調べ】

【法隆寺 金堂・五重塔】 【東大寺 大仏殿】 ※大仏殿の柱は「束ね柱」

最近の中⾼層ビル
【小田原駅前再開発プロジェクト4階建て】

当協会が技術提供した

【５階建ての長門市庁舎】

【11階建て】

【９階建て】 【10階建て】 【15階建て】

【6階建て】

SDGsは国際社会の共通の目標。持続可能な開発目標を実現するために
「木」は、世界共通の建築マテリアル（素材）です。
また、集成材やCLT、LVLの再構成材だけでなく、各地に生産インフラ
が多い「製材」を使う（需要喚起する）ことは、地方創生にもつなが
り、かつ、木材流通の川上側に多くのお金が流れることになり、森林
産業を再生させるなど経済波及効果が高いと考えられる。

【７階建て】



仙台駅東⼝前に“純⽊造”７階建てビルの取り組み ③
●復興⽀援
〇東北の中⼼都市「仙台」 地⽅都市に建つ意味 ⇒「⺠間⾼層ビル」の波及効果
〇被災地中⼼の⽊材調達 ⻘森、岩⼿、宮城、福島、栃⽊の「杉・桧材」を調達
〇森林認証材の活⽤ ＳＧＥＣ森林認証材 ⼀般的に流通ＪＡＳ材

４

■地⽅都市に建つ ⽊造ビル ■各地域で供給可能な「製材」でビルをつくる

いわき加工センター
いわき市森林組合

鹿沼市市森林組合

高見林業

二和木材

日本製紙

二宮木材

セイホク

日本製紙

渡辺材木店

荒木材木店

・東日本大震災被災地 ⇒ 杉・桧

・SGEC森林認証材の調達

FM認証材⇒ CoC認証⇒ PROJECT認証

杉構造用製材：270.52立米
桧構造用製材： 12.24立米
杉下地材など： 90.49立米
他、杉構造用合板を製作

認証材の活⽤

プロジェクトリーダー
シェルター

【都市圏と地⽅の階数別の棟数】

◎地方は２階建てまでの木造率が９割以上を占める。

◎都市圏の木造率は、３階建てまで８割を超え、

４階建て以上６％弱⇒ 防火地域の比率が高く、土地利用の高度利用



都市の⽊造化に向けた「要望事項」

６

（⼀社）⽇本⽊造耐⽕建築協会は、主に⽊質耐⽕技術、⽊質構造技術をベースに、
同部材使⽤による「中⾼層・⼤規模耐⽕⽊造建築」の普及を⽬的に、積極的に取
り組んで参りました。
新たな⽊造技術により、⽊造建築のマーケットを拡⼤することで、地域産⽊材

（国産⽊材）の需要増加を図り、森林整備をすすめ、街の賑わいを取り戻す⽊造
都市づくりを進めているところです。

⽊材利⽤促進に対する理解はある程度浸透しているものの、⽊材が多く使われ
てきた住宅産業の減衰と共に、⾮住宅分野において需要を伸ばさなければならな
い状況です。そうした中で、中⾼層・⼤規模⽊造建築の促進、また、都市部にお
ける⽊材利⽤の促進には多くの課題が残されております。

このため当協会は、「新たな⽊造技術の普及⽀援により、中⾼層・⼤規模⽊造
建築の需要を喚起し、市場を作ることで、⼭元への利益を還元し、森林整備や林
業就業者の増加にも結び付ける。」という信念のもと、地球環境を考えた循環型
社会の実現に向け、組織を挙げて都市部を中⼼とした⽊材の利⽤促進に、引き続
き取り組むとともに、以下の事項についてご⽀援いただきたく要望致します。



都市の⽊造化に向けた要望事項

６

■中⾼層・⼤規模⽊造建築による⽊材利⽤の促進を広く国⺠に認知されるよう、
「公共建築物等⽊材利⽤促進法」の対象を、⺠間建築物へ広げるようその改正
をお願い致したい。

■⺠間建築物の需要を喚起し、拡⼤・促進するために、また、炭素貯蔵効果のある
⽊造建築物が広く国⺠に認知され、⽊造化促し“⻑寿命化”することで温暖化防⽌
に貢献するよう、⽊造建築物の「法定耐⽤年数」の基準となる適応範囲の拡充、
改正をお願い致したい。

■⺠間建築物の需要を喚起し、拡⼤・促進するために、「⽊造建築技術者の育成」
に対し、⼤学などの教育機関、講習会やセミナーなどが積極的に活⽤されるよう、
助成・⽀援補助制度の拡充をお願い致したい。



www.mokutaiken.jp


